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第１章 学校施設長寿命化計画の背景・目的等 

１．背景 

御船町（以下、「本町」という。）は、小学校 6 校、中学校 1 校を有しており、本町が保有して

いる公共施設における延床面積の約３割を占めています。 

校舎や屋内運動場（体育館）等の学校施設は、昭和 40 年代後半から昭和 50 年代にかけて多く

建設され、建築後 30 年以上を経過した建物が５割を超えています。これらの施設は、一斉に更

新時期を迎えることになり、今後 10 ～ 20 年間に改修や建替え等に多額の費用が発生すること

が想定されます。 

このような状況の中、施設の機能維持やトータルコストの縮減、予算の平準化を図っていくた

めには、点検等により劣化・損傷を把握し、適切な時期に改修する整備計画を作成するなど、施

設の長寿命化対策を図っていく必要があります。さらには、学習指導要領に基づく多様な学習環

境の整備や環境負荷の低減、防災対策や生活空間の快適化等の様々なニーズへの配慮も、学校施

設には求められています。 

２．目的 

御船町学校施設長寿命化計画（以下、「本計画」という。）は、学校施設における施設整備の現状

と課題を整理し、維持管理に係る財政負担を軽減・平準化することを目的とし、策定します。さ

らに、中長期的な視点をもって、施設の更新・計画的な改修・予防保全を行うことで、学校施設

を健全に保ち、良好な環境を形成することを目的とします。 

３．計画の位置づけ 

本計画は、下図のとおり、「御船町公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月策定）」（以下、「管

理計画」という。）の下位計画に位置する個別施設計画とします。 

御船町学校施設長寿命化計画　令和 2年 3月

成瀬資料➀



平成十四年文部科学省令第十四号
小学校設置基準

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第三条の規定に基づき、小学校設置基準を次のように定める。目次

第一章　総則（第一条―第三条）
第二章　編制（第四条―第六条）
第三章　施設及び設備（第七条―第十二条）
附則

第一章　総則
（趣旨）
第一条　小学校は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）その他の法令の規定によるほか、この省令の定めるところにより設置するも
のとする。
２　この省令で定める設置基準は、小学校を設置するのに必要な最低の基準とする。
３　小学校の設置者は、小学校の編制、施設、設備等がこの省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、
これらの水準の向上を図ることに努めなければならない。
第二条及び第三条　削除

第二章　編制

（一学級の児童数）
第四条　一学級の児童数は、法令に特別の定めがある場合を除き、四十人以下とする。ただし、特別の事情があり、かつ、教育上支障がない
場合は、この限りでない。（学級の編制）

第五条　小学校の学級は、同学年の児童で編制するものとする。ただし、特別の事情があるときは、数学年の児童を一学級に編制することが
できる。（教諭の数等）

第六条　小学校に置く主幹教諭、指導教諭及び教諭（以下この条において「教諭等」という。）の数は、一学級当たり一人以上とする。
２　教諭等は、特別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、校長、副校長若しくは教頭が兼ね、又は助教諭若しくは講師をもって代
えることができる。
３　小学校に置く教員等は、教育上必要と認められる場合は、他の学校の教員等と兼ねることができる。第
三章　施設及び設備（一般的基準）

第七条　小学校の施設及び設備は、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものでなければならない。
（校舎及び運動場の面積等）
第八条　校舎及び運動場の面積は、法令に特別の定めがある場合を除き、別表に定める面積以上とする。ただし、地域の実態その他により特
別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、この限りでない。
２　校舎及び運動場は、同一の敷地内又は隣接する位置に設けるものとする。ただし、地域の実態その他により特別の事情があり、かつ、教
育上及び安全上支障がない場合は、その他の適当な位置にこれを設けることができる。（校舎に備えるべき施設）

第九条　校舎には、少なくとも次に掲げる施設を備えるものとする。
一　教室（普通教室、特別教室等とする。）
二　図書室、保健室
三　職員室

２　校舎には、前項に掲げる施設のほか、必要に応じて、特別支援学級のための教室を備えるものとする。（そ
の他の施設）
第十条　小学校には、校舎及び運動場のほか、体育館を備えるものとする。ただし、地域の実態その他により特別の事情があり、かつ、教育
上支障がない場合は、この限りでない。（校具及び教具）

第十一条　小学校には、学級数及び児童数に応じ、指導上、保健衛生上及び安全上必要な種類及び数の校具及び教具を備えなければならない。

２　前項の校具及び教具は、常に改善し、補充しなければならない。（他
の学校等の施設及び設備の使用）
第十二条　小学校は、特別の事情があり、かつ、教育上及び安全上支障がない場合は、他の学校等の施設及び設備を使用することができる。

附　則　抄
（施行期日等）
１　この省令は、平成十四年四月一日から施行する。ただし、第二章及び第三章の規定、附則第三項の規定（学校教育法施行規則（昭和二十
二年文部省令第十一号）第十六条の改正規定を除く。）並びに別表の規定は、平成十五年四月一日から施行する。
２　第二章及び第三章の規定並びに別表の規定の施行の際現に存する小学校の編制並びに施設及び設備については、当分の間、なお従前の例
によることができる。附　則　（平成一九年三月三〇日文部科学省令第五号）　抄（施行期日）

第一条　この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）の施行の日（平成十九年四月一日）から施行する。附
　則　（平成一九年一〇月三〇日文部科学省令第三四号）

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成十九年法律第九十六号）の施行の日から施行する。
附　則　（平成一九年一二月二五日文部科学省令第四〇号）

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十九年十二月二十六日）から施行する。ただし、第一条中学校教育法施
行規則第一章第二節の節名、第二十条第一号ロ、第二十三条、第四十四条第一項、第二項及び第三項、第四十五条第一項、第二項及び第三項、
第七十条第一項、第二項及び第三項、第七十一条第二項及び第三項、第八十一条第一項、第二項及び第三項、第百二十条、第 
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（２）各種マニュアルの策定·見直し 

学 校 

○ 事故等の発生の際に，教職員の迅速かつ適切な対応が，組織的に行われるようにする

ためには，危機管理マニュアルの策定が不可欠であるとともに（学校保健安全法第 29 条

で各学校に策定が義務付けられている。），毎年度，訓練等の結果を踏まえて，絶えず検証・

見直しを行い，実効性のある危機管理マニュアルに改訂することが重要である。 

○ 事故発生の未然防止のために必要な事項は，危機管理マニュアルに定め，そのことを

実践することが必要である。 

○ 危機管理マニュアルの見直しに当たっては，全国の学校等で発生した重大事故や，校

内等で発生したヒヤリハット事例も踏まえ，適宜，自校の状況に照らして，検討してい

く必要がある。 

○ 危機管理マニュアルの策定・見直しに当たっては，以下の資料等も参照されたい。 

◆「学校の危機管理マニュアル作成の手引」 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/aratanakikijisyou_all.pdf 

◆「学校の「危機管理マニュアル」等の評価·見直しガイドライン」 

（「解説編」「サンプル編」参照） 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/kikikanri/kikikanri-all.pdf 

◆学校安全ポータルサイト「文部科学省×安全教育」 

（「都道府県・指定市教育委員会が作成した資料」等参照） 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/ 

学校の設置者 

○ 学校が策定する危機管理マニュアルについて，事故や災害等から児童生徒等の安全を

確保できるものになっているかを定期的に点検し，不備があれば，指導・助言により，

是正を促す必要がある。 

（参考）学校保健安全法 
（学校安全に関する学校の設置者の責務） 

第二十六条 学校の設置者は，児童生徒等の安全の確保を図るため，その設置する学校において，
事故，加害行為，災害等（以下この条及び第二十九条第三項において「事故等」という。）によ
り児童生徒等に生ずる危険を防止し，及び事故等により児童生徒等に危険又は危害が現に生じた
場合（同条第一項及び第二項において「危険等発生時」という。）において適切に対処すること
ができるよう，当該学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講
ずるよう努めるものとする。 
（危険等発生時対処要領の作成等） 

第二十九条 学校においては，児童生徒等の安全の確保を図るため，当該学校の実情に応じて，
危険等発生時において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた対処要領

（次項において「危険等発生時対処要領」という。）を作成するものとする。 
二 校長は，危険等発生時対処要領の職員に対する周知，訓練の実施その他の危険等発生時にお
いて職員が適切に対処するために必要な措置を講ずるものとする。 

学校事故対応に関する指針（改訂版）案　令和 6年 3月　文部科学省
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学校

出典：「重ねるハザードマップ」国土交通省 国土地理院 応用地理部 地理情報処理課

滝尾小学校周辺図

土砂災害警戒区域
(急傾斜地の崩壊 ) 洪水浸水想定区域 孤立可能性エリア
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第１章 総 則 
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第 １ 章  総  則  

第 １ 節  学 校 施 設 整 備 の 基 本 的 方 針  

１ 高機能かつ多機能で変化に対応し得る弾力的な施設環境の整備 

教育内容・教育方法等の変化などに対応して，多様な学習内容・学習形態や 

ICT※を日常的に活用できる高機能かつ多機能な学習環境を確保し，更に，今後の

学校教育の進展や情報技術の進展等に長期にわたり対応すること，また，障害の

ある児童と障害のない児童が共に学ぶことのできるような柔軟な計画とすること

が重要である。 

学校施設全体を学習に利用するという発想に立ち，児童の主体的な活動を喚起し，

求められる学び・活動の変化に柔軟に対応できる空間にするための創意工夫ある

施設を計画することが重要である。 

※ICT：Information and Communication Technology（情報通信技術） 

２ 健康的かつ安全で豊かな施設環境の確保 

児童等の学習及び生活の場として，また，教職員の働く場として，日照，採光，

通風，換気，室温，音の影響等に配慮した良好な環境条件を確保するとともに，

障害のある児童にも配慮しつつ，十分な防災性，防犯性など安全性を備えた安心

感のある施設環境を形成することが重要である。 

また，児童の多様化に対応するとともに，児童がゆとりと潤いをもって学校生活

を送ることができ，他者との関わりの中で豊かな人間性・社会性を育成すること

ができるよう，生活の場として快適な居場所を計画することが重要である。 

さらに，それぞれの地域の自然や文化性を生かした快適で豊かな施設環境を確保す

るとともに，環境負荷の低減や自然との共生等を考慮することが重要である。 

３ 地域の生涯学習やまちづくりの核としての施設の整備 

地域住民にとって最も身近な公共施設として，まちづくりの核，生涯学習の場と

しての活用を一層積極的に推進するためにも，施設のバリアフリー対策を図りつ

つ，必要に応じ他の文教施設や児童福祉施設，老人福祉施設等との連携や，災害

時における地域の避難所※又は緊急避難場所※（以下「避難所等」という。）として

の役割を果たすこと，さらにまちづくりとの関係に配慮しつつ，景観や町並みの

形成に貢献できる施設として計画することが重要である。 

※避難所：災害の危険性があり避難した住民等や，災害により家に戻れなくなった住民等

を滞在させるための施設（災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 49 条の 7 関係）。 

※緊急避難場所：災害が発生し，又は発生のおそれがある場合にその危険から逃れる

ための施設又は場所（災害対策基本法第 49 条の 4 関係）。 
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小学校施設整備指針　令和４年６月　
文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部



令和 7年 7月 7日　通学路（滝尾分館前）通学中落石を発見
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御船町 �-�� 歳人口予測（�� 年後）

1677人推計値 1700人
1/31実数

1242人5-14歳合計

25.9%減少

 「地域経済分析システム RESAS-産業構造分析」（経済産業省）を加工して作成

出典：地域経済分析システム RESASウェブサイト
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一方、長寿命化改修を実施しながら建築後 80 年で建替えとする、長寿命化型の考え方による

試算では、今後 40 年間の維持・更新コストの総額は 93 億円となり、従来型よりも 8 億円の

コスト削減が見込まれます。ただし、長寿命化型の維持・更新の考え方でも、2億円 /年の経

費がかかる予測で、これは過去 5 年間の施設関連経費 0.8 億円 / 年の約 3 倍となり、財政面で

の対応が困難な状況です。そのため、事業費の平準化にも配慮した適切な改修計画策定ととも

に、限られた財源のもと、さらなるコスト削減策についても検討する必要があります。 

〈 試算条件：長寿命化型 長寿命化建物の改修周期を 80 年、長寿命化改修周期を 40 年とした場合 
〉 

図 3-3 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

御船町学校施設長寿命化計画　令和 2年 3月
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対象事業 充当率 交付税
措置率 

① 集約化·複合化事業

９０％

５０％
（注１）

·建築物（公民館等）における延床面積や非建築物（グラウンド等）における維持管理経費等の減少する以下の事
業 ※複数団体が連携して実施する集約化・複合化の取組においては、対象施設を有しない団体も実施主体に含む。

（１）集約化·複合化施設整備事業
（２）集約化·複合化等に伴う除却事業

・集約化・複合化に係る施設の整備を行い、複数の施設を統合する場合
・施設の整備を行わず、機能統合または機能廃止をする場合 

② 長寿命化事業

財政力に
応じて３
０～５
０％
（注２）

⑥ 

【公共用建物】
·施設の使用年数を法定耐用年数を超えて延長させる事業
【社会基盤施設】
·所管省庁が示す管理方針に基づき実施される事業（一定規模以下等の事業）

道路、河川管理施設（水門、堤防、ダム（本体、放流設備、観測設備、通報設備等））、砂防関係施設、海岸保全施
設、港湾施設、都市公園施設、空港施設、治山施設·林道、漁港施設、農業水利施設·農道·地すべり防止施設 

③ 転用事業

·他用途への転用事業 

④ 立地適正化事業

·コンパクトシティの形成に向けた長期的なまちづくりの視点に基づく事業 

⑤ ユニバーサルデザイン化事業

·公共施設等のユニバーサルデザイン化のための改修事業 

除却事業
－

·公共施設等の除却を行う事業

（注２） 義務教育施設の大規模改造事業に係る事業については、 地方負担額に対する交付税措置率が、 学校教育施設等整備事業債における義務教育施設の大規模改造事業 （地方単独事業）

に係る当該値を下回らないよう設定

【事業期間】令和４年度～令和８年度 【事業費】５，０００億円（令和７年度）
【地方財政措置】公共施設等適正管理推進事業債

公共施設等適正管理推進事業について

（注１）①（２） については、 対象事業費から除却施設に係る土地価格相当分を控除した額を対象とする
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